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1　はじめに
　米国において管理会計論が成立したのは1920年代であるが、とりわけ、マッキンゼー（J．0．
Mckinsey）の著書『管理会計論』（Managerial　Accounting，　Vol．1，　The　University　of　Chicago
Press，1924．）をもって一般に文献史上米国管理会計論の成立であるとみられている1）。周知のよう
に、このような管理会計論成立の背景として、科学的管理法が管理会計発達史に非常に大きなインパ
クトを与えているのであるが、中でも標準原価計算と予算統制はその直接的な影響を受けているとい
える2）。
　この点に関して、溝ロー雄教授は次のように述べておられる。すなわち、「科学的管理法の影響を
最も直接的にあらわしたものとしては予算統制と標準原価計算の二つの新たなる制度を挙げなけれぽ
ならない。この二つの会計制度は他の諸制度と異ってその成立のときから経営管理的機能を明確に掲
げている典型的な管理会計制度に外ならない。即ちテイラー並びにその後継者たちによって進められ
た科学的管理法の基本的構造を、課業管理（task　management）と職能的管理方式（functional
management），とに求めるとすると、右（上述一筆者注）の二つの会計がその根底においていかに
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深く科学的管理法の影響を受けているかが知られる筈である。また予算統制と標準原価計算とはその
管理的機能が他の計算制度に比して著しく強力でもあるので、一般には管理会計を代表するものと解
されている。」3）と。
　溝口教授の指摘されるとおり予算統制と標準原価計算は、管理会計を代表するものと理解され、予
算統制が企業の利益管理に有用な制度であるのに対して、標準原価計算は原価管理に最も役立つ制度
として位置づけることができ、これらは「近代的経営管理制度をささえる2本の大きな柱となってい
る」4）といえよう。
　小稿では、このような制度のうち、標準原価計算を取り上げ、まず、その成立に至るプロセスを概
観した後で、米国標準原価計算史上において大きな役割を果したハリスン（G．Charter　Harrison）
の標準原価計算論について若干の考察を行なうことにしたい。
皿　標準原価計算の成立に至るプロセス
　今日、標準原価計算が原価管理に有用な制度であることは一般に認められているが、原価計算史
上、近代的な原価管理の形態はそれほど古くはない。それは今世紀初頭以降にみられるのであって、
今世紀以前の原価計算においては、原価管理というよりはむしろ原価管理の形成のために必要な基礎
的諸条件が芽ばえていたと考える方が妥当であるからである5）。
　松本雅男教授がいみじくも、「近代的な実際原価計算の母国がイギリスであったとすれぽ、近代的
な標準原価計算の母国はアメリカである。」6）と述べておられるように、確かにイギリスの原価計算
は、「前世紀の末葉から今世紀の初頭にかけては、他の諸国にくらべて最も進歩していた」7）のである
が、一方、アメリカは南北戦争（1861－1865年）を契機として工業国へと転換し、今世紀に入ると
イギリスの原価計算がアメリカに移入して、これがアメリカの産業経済社会の下で一段と発展をみる
ようになったのである8）。すなわち、「今世紀の初頭からは経営管理のための原価計算として、米国
を中心に原価の節減または原価管理、予算統制ならびに管理会計などの問題が台頭したが、とり
わけ原価の節減のための標準原価をめぐる問題が最も大きく浮かび上がってきた。」9）といわれてい
る。
　松本教授はさらに、「アメリカにおける標準原価計算は、2人の親をもっている。その1人は、製
品原価計算の迅速化・正確化をねらった見積原価計算（estimated　cost　accounting）ないし正常
原価計算（normal　cost　accounting）であり、いま1人は、原価管理を目的とした技術的な管理型
標準原価計算である。」10）と指摘されている。この松本教授の指摘のとおり、確かに標準原価計算の
生成に焦点をあてた場合、それは2つの源流をもっていると考えられる。ここでは、それらのうちの
前者についてその流れを簡単に追ってみるならぽ、以下のようになろう。すなわち、「原価計算が生
成し発展していく出発点は、商業簿記的工業会計と、簿記とは関係のない粗雑な原価見積との二本立
てという計算形態であったと考えられる。」11）のであるが、このことはガーナー（S．Paul　Garner）
が、商業簿記的工業会計が南北戦争の前後30年間、かなり広く使用されていた12）と述ぺていることか
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らも知ることができる。そして、このような原価見積を複式簿記機構と結合させた形態が、見積原価
計算である。この見積原価計算は、元来、（1）計算事務の簡素化と迅速化を図りながら、（2）同時に原価
見積の正確性を検証することができる13）という長所が認められるために採用されていたものである。
しかしながら、この（1）と（2）の目的は互いに背反する性質をもっており、また、時代の進展と共に企業
環境が変化したという2つの理由から、多くの企業ではその原価計算方法を見積原価計算から実際原
価計算へと移行させていったといわれている14）。
　さて、岡本清教授によれぽ、上述のような見積原価計算を原価計算の歴史的発展の流れの中で位置
づけれぽ、図一1に示す如く「実際原価志向的見積原価計算」であるとされている15）。
　このような経過を経てしだいに利用されることとなった実際原価計算は、文字どおり、製品の製造
および販売のために実際に要した原価、すなわち実際原価を計算するシステムである。しかしなが
ら、実際原価は材料価格、作業能率、操業度などといった原価の発生額に影響を及ぼす諸要素の偶然
的な変動をすべて反映することから、現在では偶然的原価（accidental　costs）であると考えられて
いる16）。また、実際原価の概念は、最初、歴史的原価（historical　costs）を意味していたが、今日
では実際正常原価（actual　normal　costs）のことをさしている。いわゆる「原価概念の正常化」の
問題である17）。
　ここで、われわれにとって重要なことは、標準原価計算が偶然的原価であるところの歴史的原価計
算の欠陥を克服するために生成し発展してきたということである互8）。
　たとえぽ、バティ（J．Batty）は実際原価（歴史的原価計算）を用いた場合の主要な欠点として次
の4点をあげている19）。
　（1）原価の正確性がしぼしぼ疑わしく、そのため、その原価にまったく信頼をおくことができない
　　こと。
　（2）すべてのことが未知（unknowns）であるため、原価の適切な算定は事実上不可能であるこ
　　と。
　（3）どの能率が測定されうるのかについての尺度が存在しないこと。この目的にとっては、実際原
　　価はまったく意味がないこと。
　（4）行動をとるに際して遅延は避けられず、そのため、非能率を最小に抑えることができないこ
　　と。
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　このような欠点を要約すれぽ、（1）歴史的原価の本質（偶然的原価）に基づく欠陥と、（2）歴史的原価
計算方法の特質（原価通算の原理〔Grundsatz　der　Kostendurchrechnung〕ないし原価転嫁の原理
〔Grundsatz　der　Kostenweiterwalzung〕）に基づく欠陥とに求めることができるであろう20）。
　以上のように、歴史的原価計算がこのような欠陥をもつところから、それが痛烈に批判されつつ、
標準原価計算が新たに出現してきたのである。すなわち、たとえば「標準原価計算の先駆者ハリント
ン・エマースンが、米国の鉄道会社において標準原価計算を適用したのが1904年、ジョン・ホイット
モァーがニューヨーク大学で靴製造工場の原価計算を講義し、標準原価の思考を明らかにしたのが
1908年、G。　C．ハリスンが標準原価計算を実際に企業で指導しはじめたのが1911年、フランク・E・
ウエブナーがその著『工場原価』のなかでリスト・パーセンテージ・プランを発表したのが1911年、
フレデリック・L・スモールが靴製造工場の原価計算を記述したのが1914年であった」21）ことから、
「米国における標準原価計算は、ほぼ1904年から1910年ごろにかけて誕生した。」22）といわれている。
　但しここで注意すべきことは、岡本清教授によれば、「標準原価計算といえぽただちに原価管理に
のみ結びつけて考えがちであるが、その歴史的発生過程を辿ってみると、原価管理を直接の目的とし
ない型の標準原価計算が存在している事実である。例えぽ……ホイットモァーは、まず製造間接費の
配賦差額中に含まれる不働費に注目した。操業度の偶然的変動から生ずる不働費は、しぽしぼ巨額に
なる。もしこれをチャーチの説くように追加配賦すれぽ、製品の実際単価はおそろしく高くなり、価
格計算や損益計算に役立たない。とすれぽ、不働費は正しい製品原価の一部をなすのだろうか。従
来、製品の製造上、実際に発生したコストは、すべて当該製品の原価を構成するものと信じられてき
た。しかしもし不働費が製品の真実の原価を構成しないとすれば、実際に発生した歴史的原価のう
ち、さらに除外されるべき項目はないだろうか。こういった思考過程からホイットモァーは、歴史的
原価において、正しい原価（proper　cost）と正しくない原価（improper　cost）とを区分するため
に、標準（standard）を設定すべきであると考え、標準原価の思考に辿りついたのである。ウエブナ
ーのリスト・パーセンテージ法（List－Percentage　Plan）では、いっそうこの種の性格をもった標
準原価概念が現われる。つまり、テイラーの科学的管理法にその端を発する原価管理型の標準原価
は、自然科学的方法によって把握された標準消費量に基づいて設定されるけれども、ウエブナーの標
準原価は、過去の歴史的原価の記録に基づき、その偶然性を平均化することによって設定される。し
たがってそれは、規範原価としての標準原価ではなくて、彼の言葉をそのまま用いれぽ、r正常な状
態における公正な平均原価』（afair　average　of　costs　under　normal　conditions）としての標準
化された原価（standardized　cost）なのであった。メレロヴィヅツにしたがって、標準原価をも正
常化の一形態と考えるさい、原価管理型の標準原価と価格計算・損益計算型の標準原価とを区別する
ことは、……きわめて重要であるように思われる。」23）とされて、標準原価が2つのタイプに分類され
ることを述べておられる点である24）。したがって、こうした観点から標準原価計算の生成を考えた場
合、「歴史的原価計算が……原価管理上、適切な情報を提供することができない、という欠陥を痛切
に意識したのは、当時の能率技師（efficiency　engineer）たちであ」25）り、「かれらが、この欠陥を
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克服するために、標準原価計算を工夫しはじめた」26）のであって、他方、「歴史的原価計算の価格計
算・損益計算上の欠陥を痛切に意識したのは、当時の会計士たちであった。かれらは、この欠陥を克
服するために、能率技師たちとは違った角度から、標準原価計算を工夫しはじめたのである。」27）と
いう2つの異なった立場から、それぞれが標準原価計算の思考に到達したというζとができるであろ
う。
　筆者はここで、稿を進めるにあたって、このような岡本教授の標準原価計算の生成に関する2つの
異なった立場からの貢献についての理解の仕方を是認したいと考える28）。
皿　ハリスンの標準原価計算論
　周知のように、ハリスンの標準原価計算論に関する最初の体系的な見解が発表されたのは、第1次
世界大戦（1914－1918年）終結も間近い1918年10月のことである。すなわち、それは彼が雑誌『工業
経営』（lndustrial　Management）に1918年10月から1919年6月までの全9回にわたって連載した
「生産援助のための原価計算」（Cost　Accounting　to　Aid　Production）と題する論文である。
　辻厚生教授は彼の論攻に対して、「・・リスン（G．Charter　Harrison）が1918年から翌19年にかけ
て雑誌『工業経営』（lndZtstrial　Management）に連載した9論文から成る標準原価論は、管理会計
の研究にとって看過することができない記念碑ともいうべき史的意義をもつものである。彼のこの論
攻によって、この時期に至るまでの技術者が推進してきたアメリカにおける管理会計領域での諸成果
が総括されただけでなく、標準原価計算の制度化をめぐる問題点が明確に析出されたからである。い
わぽ、ハリスンは近代的管理会計に推転させてこれを制度的に定着せしめる起点を提示したのであ
る。」29）と評価されている。換言すれぽ、「技術者の会計の系譜に連なるエマースンの標準原価の先駆
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ママ）的構想は、会計士の会計に位置するウエブナーによって継承されて制度化の端諸を開くとともに、ハ
リスンに至って摂取・同化の完結をみるのである。」30）ということになるであろう。
　また、松本雅男教授も、「能率技師たちの新しい主張と伝統的な会計士の考えとの間に存在したギ
ャップを連結し、近代的な標準原価計算を建設したのが、ハリスン（G．Charter　Harrison）であっ
た。」31）と指摘されている。
　このようにハリスンは、米国標準原価計算史上においてその貢献が非常に高く評価されているので
あるが、本論に入る前に、まず彼の経歴（1918年頃まで）をみておくことにしよう32）。
　・・リスンは、1881年にイギリスのロンドソで生れ、そこで教育を受けた。5年間勅許会計士の見習
いとして仕え、イギリス勅許会計士協会（The　Institute　of　Chartered　Accountants　in　England
and　Wales）の最終試験に第8番の成績順位でパスした。そして、1905年にその会員（勅許会計士）
となり、直ちにアメリカに移住した。1916年10月までの8年間、プライス・ウォーターハウス会社
（Price，　Waterhouse＆Company，なお、同社は監査法人である）にいくつかの役割を果す立場で
勤務し、その後半の期間はこの会社のシステム部門（system　division）の管理者（manager）であ
った。この間、1909年1月から1911年2月まで、ラッセル・パードソール・ワード・ボルト・ナット
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会社（The　Russell，　Burdsall＆Ward　Bolt＆Nut　Company）のコントローラー（comptroller）
をしていた。ちょうどこの頃、彼はエマースンと知り合い、エマースンから強い影響を受けた。そし
て、1911年には最初の「完全な」標準原価計算システムを、イリノイ州のキウォー二（Kewanee）に
ある作業手袋（work　gloves）のメーカーであるボス・マニュファクチュアリング会社（The　Boss
Manufacturing　Company）に適用した。その後、彼はプライス・ウォーターハウス会社に戻り、シ
ステム部門の管理者を務めた。1916年11月には、イギリスのロンドンにあるベイカー・サットン会社
（Baker，　Sutton＆Company）の社長と共同で、ニューヨークにおいてベイカー・サットン・ハリ
スンの社名の下で勅許会計士の仕事に従事した。この会社は、工業技師（industrial　engineers）と
勅許会計士の仕事を営んでいた。1918年3月に、この会社は戦争（第1次世界大戦）のために解散
した。その後、彼は事業を引き継ぎ、ニューヨークで彼自身の名の下で、すなわち、G．　Charter
Harrison会社として独立し、経営コンサルタント（management　consultant）の仕事を継続してき
た。また。ロンドンのベイカー・サットン会社の代理業も継続している。
　1．ハリスンの標準原価計算論の特質
　（1）従来の原価計算に対する批判
　ハリスンは、まず、従来の原価計算（歴史的原価計算のことをさしている33））は、個々の製品の実
際原価を迅速かつ簡単に計算しえないのみならず、その原価の比較は経営管理にも役立たないことを
理由としてそれに対する批判を行なっている34）。
　すなわち、彼は個別原価計算方法において、「間接費の処理の困難性」という欠点を指摘した後に、
その他の欠点として次の4つをあげている35）。
　（1）情報提供の遅延。原価数値は、作業が完全に報告された月末のある時点で各部品のパッチにつ
　　いてえられるにすぎない。このことは、ある場合においては、原価数値が作業が完了した後の6
　　週間ないしはそれ以上経過するまで利用することができないであろうということを意味してい
　　る。　　　　　一
　（2）不能率を明らかにする手段として原価データを利用する唯一の方法は、部品のあるパッチにつ
　　いての各操業度における原価と、同じ部品の前のバッチについての同様の操業度における原価と
　　を比較するための基準が存在しないこと。つまり、前の原価が不当に高かったのかどうかを決定
　　する方法が常に存在しないこと。
　（3）集められた相当な量の詳細な情報を要約し整理せしめる手段がないために、工場管理者（fac・
　　tory　management）にとっては、その情報を利用することが事実上不可能であること。
　（4）このシステムを運用するための原価が高すぎること。すなわち、原価部門に多くの事務員を必
　　要とし、また、工場の作業者（factory　operators）や工場の事務員によって遂行されるべき不必
　　要な会計に関する仕事が多く要求されること。
　彼は、このような歴史的原価計算の欠陥を認識し、従来から行なhれている原価計算の内容を次の
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ように批判している。「まったく奇妙なことには、工業経営の他のすべての分野は、ここ数年間に目
ざましく進歩してきたのに対して、原価計算法は、概して、実質的な進展はなされていない。」36）と。
そして、続けて、「一般に、原価計算の発展において明らかにリーダーとなるぺき職業会計士が、…
…近年になって導入された製造方法の基本的な変化があるにもかかわらず、これらの工業発展に順応
した原価計算法の修正について、ほとんど重要な貢献をしてこなかった。」37）として、職業会計士の怠
慢に対する不満を表明しているのである。
　野村秀和教授は、こうしたハリスンの従来の原価計算に対する批判を（1）「能率視点からする在来の
原価計算批判」と（2）「協同と調整の視点を重視する立場からの批判」とに分類されている38）。
　すなわち、ハリスンによれぽ、「ガントが示唆するように、非能率を是正する第1段階は、その存
在を確定することである。……エマースンやその他の技師たちは、ありふれた原価計算法の欠点を十
分に認識し、将来における原価計算が確かにどの道をたどらなけれぽならないかをはっきりと予知し
ていたにもかかわらず、彼らは要求された結果を実現するために採られるべき方法についての詳細な
情報をほとんど与えなかったことは認められなけれぽならない。」39）として、能率技師であるガント
（H・LGantt）やエマースン（Harrington　Emerson）の欠陥をすでに認識してはいたが、しかし、
依然として彼らの強い影響を受けていたことを示している40）。したがって、こうした技術者的な観点
から、「認められた原価計算システムの最も重大な欠点は、製造原価と不働費との区別ができないこ
とである。……不働費を製造原価の中へ算入することは、作業能率の指標とみなされる原価報告書の
価値をまったくなくしてしまう。……われわれにとっては、監督老（superintendent）が、直接責任
を負う費用とこれらを超過する管理しえない費用とを区別することは必要であり、そして、さらに彼
が可能な限り経済的に生産しているかどうかを述べる位置にあるためには、われわれは実際原価と標
準原価とを比較しうるためにすべての費用に対して標準を必要とすることも明らかである。」41）という
ように、従来の原価計算に対する批判が、能率視点からなされているのである。
　次に、彼の第2の批判点としては、協働（co6peration）と調整（coδrdination）の視点からの批
判である。すなわち、彼は、「概して、能率的な企業活動に対する最大の障害は、原価と利益に関す
る不完全、不適切かつ不正確な情報であ」42）り、そのため、「従来の会計システムは、販売部門の努力
による利益と製造部門によってもたらされた経済性から生じる利益との区別がつかず、その結果、不
十分な表示（showing）は、一般に他の部門の欠陥をある部門のせいにする。おそらく、この論文の
中で述べられた原価計算法の最も価値ある特徴の一つは、製造部門と販売部門とを容易に区別しうる
ことであるといえるであろう」43）としている。換言すれぽ、彼は部門の業績評価に直結する原価計算
制度を導入し、そして、それを前提としての部門間の協働と調整のための正確な原価情報の提供が必
要であると考えていたのであって44）、このような観点から従来の原価計算に対する批判を展開したの
である。
　（2）原価計算領域への科学的管理法の適用
　ハリスンは、まず、「企業家はしだいに、回顧的な態度から展望的な態度に移りつつあり、著者の
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意見では、将来の会計士は過去の出来事の記録、すなわち単なる歴史的記録よりも、直ちに利用でき
る将来の知的な予測のために多くの時間を費やすであろう。」45）として、企業家の態度の変換を意識し
ながらも、「製造業界が回顧的原価計算の古い思考から離れ、予定原価というより新しい、そしてよ
り広い概念を認めるや否や、原価計算の価値と重要性のより十分な評価がえられるであろう。」46）と述
べることによって、原価計算思考の転換が、原価計算をして、より重要な経営管理の手段となること
を指摘するのである47）。
　そして、ハリスンは、「科学的管理法に基づく基本的な思考は、あらゆる漠然とした理想に代えて
明確で科学的に決定された標準に置き換えること」48）であり、「標準の原理の原価計算への適用は、原
価の事前決定を必要とする。……そのことは、原価計算の全体的な観点を回顧的なものから展望的な
ものへと変える。」49）として、科学的管理法の基本的思考である「結果の予定および諸方法と諸条件の
標準化」50）の原理を原価計算領域に適用することを明らかにしている。
　（3）協働と調整の視点の強調
　ハリスンは、まず、「計画部門と原価部門との真に完全な協調体制が述べられている科学的管理法
や会計に関するどのような著書も論文もみた覚えがない」51）として、一般に協働と調整の視点が欠如
していることを指摘している。すなわち、「アメリカの実業界では、企業の内部での協働と調整の重
要性を未だに十分に認識してはいない。そして、このことの証拠は至る所でみうけられる。……数年
前のことだが、ある自動車の意匠（device）が広範にしかも相当な費用をかけて広告された。しか
し、この広告キャンペーンで生じた需要を満たすだけの供給がほとんどできなかったために、この広
告キャンペーンの価値はかなり減じられてしまった。」52）と述ぺていることからもわかるように、協働
と調整の必要性を強調し、企業活動の全体的な観点から彼の標準原価計算システムを位置づけようと
試みたものと考えられる。このことは、彼の次のような所述からも知ることができる。すなわち、
「技師によって導入された従来の計画および生産システムの顕著な欠点は、計画職能と原価職能との
調整の重要性を無視している」53）と。
　このようにハリスンにあっては、能率増進の効果が、単に製造部門だけで実現されるのではなく、
いわば企業全体の協働と調整という企業管理の有効な働きの中でのみ実現されるという考えから、そ
して、その協働と調整は、まさに正しい原価資料、会計資料の作成と報告によってのみ行ないうると
いう考え方から、協働と調整の視点が、標準原価計算思考の形成にとって重要な役割を果すことにな
るのである54）。
　2．ハリスンの標準原価計算論の限界
　たとえぽ、松本雅男教授が、「ハリスンの標準原価計算論は従来の会計学者及び能率技師の一方的
な見解を総合し、これを発展せしめたものであり、その標準原価概念の規定、標準原価の計算手続、
標準原価計算と一般会計との結合、原価差額の分析において確かに画期的なものであらた。」55）と述べ
ておられるように、標準原価計算史上におけるハリスンの貢献に対する評価は非常に高いといえる。
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しかしながら、彼の理論にもまったく欠点がなかったわけではなく、いくつかの点（主に技術的な見
地からの欠陥）が指摘されているので、次にそれらをみていくことにしよう。
　まず、第1の批判点であるが、ハリスンは、一応いわゆる当座標準原価（current　standard　cost）
と基準標準原価（basic　standard　cost）とを区別しているのであるが、両者の標準原価概念を混同
していることである。両者の区別に関しては彼が、「明らかに、標準は絶えず変動している。……’ ｵか
し、昨日の標準と比較された今日の原価を示す方法がないならぽ、作成された能率に関する情報の価
値の大部分は失なわれることになる。……調整された標準に関連して実際原価を示すと共に、これら
はまた、基準標準（base　standard）との関連においても示される。その結果、いつ作成された能率
に関する資料でも、その他の時に作成された資料と常に比較することができるのである。」56）と述べて
いるところから知ることができる。そして、彼の標準原価概念は、当座標準原価に重点が置かれてい
る。しかしながら、彼が「部品・部門単位に依拠した（基準）標準原価と、完成品単位に把握する標
準原価といういわぽ異質ρ両者を一元的に統合しようとした点」57）に、彼の標準原価概念の混乱があ
ると考えられる。したがって、彼の標準原価計算論においては、「基準標準原価は一定期間を通じて
の期待値の域を出るものでなく、むしろ当座標準が特定期間内での基準値を表現するもの」58）とみら
れている。
　次に、上述した批判点の他に、たとえぽ、松本雅男教授は、「ハリスン理論の欠陥」として4点を
あげておられる。それらを要約すれぽ、次のようになる59）。
　（1）ハリスンは、標準原価は真実の原価ではなく、単なる原価管理用具としての測定基準にすぎな
　　いと考えていたために、理想的標準原価（ideal　standard　costs）を標準原価と考えていた。
　（2）真実原価は実際原価であると考える結果、複記法という複雑な会計形式をとらざるをえなかっ
　　た。
　（3）ハリスンの標準原価管理方式は、直接費については文字どおりの標準原価管理を行ないえた
　　が、製造間接費については、固定予算統制を行ないえたにすぎなかった。
　（4）ハリスンの標準原価計算においては、作業別原価計算（operation　costs　system）の理念が、
　　未だに取り入れられていない。
　但し、この（3）の点に関しては、野村秀和教授の反論がある。すなわち、「彼（ハリスンー筆者注）
にあっては、製品1単位あたりの配賦は、能率増進という立場からみたぽあい、主要な目標にはなら
ないという点から、あまり問題ではなく　（かかる配賦は、彼のぽあいには機械率によって行なわれ
る）、間接費が全体として、いかに効果的に活用されているかを差異分析によって知ろうとするとこ
ろにその主眼があったのである。」60）（傍点一筆者）として、上記（3）の批判は当らないとされている。
W　む　す　び
　以上、われわれは、米国標準原価計算の成立に関連して、その成立に至るプPセスを概観すると共
に、米国標準原価計算史上におけるハリスンの貢献に関して、その特質と限界という観点から若干の
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考察を行なってきた。ハリスンの標準原価計算論は、標準原価計算と実際原価計算との記録を一般勘
定と結合させ、事前に決定した標準原価を能率測定尺度の基準とすることによって、原価計算領域へ
の科学的管理法の導入を深化・発展させた。それと同時に、ハリスンの視点は、原価計算の改革にと
どまることなく、期間損益計算との関連が重視され、さらに、原価の事前決定を越えて利益の事前決
定に及んでおり、標準原価と予算統制を支柱とする管理会計の制度化の構想に到達していることが知
られるのである。その意味で、ハリスンには、技術者の成果を評価しながらもその限界を指摘すると
共に、会計士的視点の下に摂取・同化を完了し、管理会計の制度化を推進した史的意義が認められる
のである61）。また、彼の論調は、意欲的で極めて実践的な性格をもち、啓蒙的な特徴を端的に示して
いるものであった62）。このようなハリスンの標準原価計算論について、小論では、その概要をみたに
すぎない。彼の論攻は、その構造とりわけ原価差異分析に関して詳細な検討がなされなけれぽならな
い。これらの研究については、他日を期したいと考えている。
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